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要 旨
当院は急性期医療に特化した医療施設に変革している。それに応じて、リハビリテーション科 (以下リハ科と略す)
の理学療法士として、どのよう な取り組みをするべきか、平成10年から平成12年の、各科ーからの理学療法処方議をもと
に、 科別、対象疾患別の推移を調査して検討したので報告する。
キーワード ・理学療法対象疾患、急性期リハビリテーション、対象疾患拡大
先した。分類が難しい疾患と年間で症例数が少ない疾
患は、その他の分類とした。最初に平成10年から平成
12年の、全理学療法処方筆件数の推移をみたのが区12
在院日数の急激な短縮化の動きに伴い対ー象患者の早 であり 、年々多少の増加がみられた。
はじめに
期退院、あるいは転院と、外来患者の他の医療施設へ
の紹介により 、当院の リハ科においては運動療法件数
の減少が見られ，特に入院についてはその傾向が著し
い (図 1)。 そこで今回、平成10年 1月4日から平成
12年12月28日までの各科の新規入院理学療法処方築か
ら対象疾患の推移を調査し、リハ科の対応について考
察した。
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図1 運動療法件数
対象及び方法
期間:平成10年 1月4日から平成12年12月28日
対象 :入院患者で、新規理学療法処方筆に記載の疾
患名を、理学療法新患名簿より分類した。2つ以上疾
患名がある場合は、理学療法に関係が深い疾患名を俊
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図2 理学療法処方件数
結果
整形外科pでは、年によって若干の変動が見られるも
のの処方全体の約半数を占めている。疾患割合では、
大腿骨頚部骨折が最近の高齢者における増加を反映し
て全体の約30%にまで及び、今後この傾向は、継続す
ると予測される(図 3.4. 5)。
脳判所i?E外科の処方件数は、毎年増加している。脳梗
塞、脳内出血、くも膜下出血の占める割合が75%を超
え、この3疾患の割合についてはあまり変化がない
(図6.7. 8)。
内科において、平成12年に処方件数が倍増したの
は、その年より 『糖尿病教室』の中の「運動療法指導」
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図5 平成12年整形外科疾患別割合
に参加したことによるもので、疾患割合では、その影
響を受け、糖尿病と脳梗塞の割合が約40%と同程度に
なっている(図 9.10. 11)。
循環器科の処方件数は、平成10年は、 27件、平成11
4三は45件、平成12年は49件、と徐々に増加 している。
各年とも、心筋梗塞の症例が多い。
呼吸器科の処方件数は、平成10年は19件、平成11年
は25件、平成12年は21件である。肺気腫、肺線維症、
肺炎、が多く占めている。
外科の処方件数は、平成10年は 6件、平成11年は 7
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件、平成12年は13件と微増し慢性腎不全、癌の症例が
主である。
それ以外の診療科では、平成10年は、精神神経科10
件、形成外科4件、皮膚科l件、耳鼻咽喉科2件、泌
尿器科3件、の処方があり 、平成11年は、精神神経科
7件、形成外科2件、耳鼻咽喉科 I件、泌尿器科2件、
平成12年は、精神神経科2件、耳鼻咽喉科2件、産婦
人科2件、の処方があった。
考察及び今後の対応
整形外科については、将来的にもその中心的役割は
変わらないと思われるが、前述したように、大腿骨頚
部骨折を代表とする高齢者の疾患が、今後もさらに増
加すると予想される。高齢者においては、廃用性萎縮
をできるだけ防止するという観点より早期(急性期)
リハビリテーションが大切と考え、特別な リスクが無
ければ、入院日より 関節拘縮、 筋力低下、 呼吸循環機
能低下等の予防の為に運動療法を開始している。
脳神経外科では、年々処方件数が増えており 、脳出
血、脳梗塞、くも膜下出血、の占める割合については
ほぼ一定である。脳卒中には、早期のリハビリテーショ
ンが有効で、あるという報告もあり 、最近では当院でも
ICUから救命救急病棟そして脳神経外科病棟という
VOL. 7 NO. 1 MARCH 2002 
過程に沿って患者の状態を把握しつつ急性期の理学療
法を行っている。
内科においては、糖尿病教室の運動療法に参加した
理由は、糖尿病に対する運動療法の効果が証明されて
いる為である。さらに、糖尿病のリハビリテーション
は退院後も運動を続けていくことが重要と考え、今後
は、それぞれの患者が自宅でも継続できる運動を指導
する工夫が必要である。
循環器科においては、心筋梗塞後の合併症に対する
リハビリテーションを行っている症例が主である。近
年、心臓リハビリテー ションが、 心臓病の治療法のー
っとして重視されてきているため、今後は積極的に心
臓リハビリテーションに参加できるように、設備の充
実や技術、知識の向上を目指している。
呼吸器科においては、呼吸器疾患に対する運動療法
の効果は、肺機能に関しては証明されていないが、短
期的には症状軽減、運動耐用能、身体活動の増大、患
者のQOLを高める等といった報告もあり 、急性期に
おける呼吸器疾患への取り組みを検討している。
外科においては、慢性腎不全と痛に対する処方であ
るが、癌に関しては、他の科からも同様の処方がある
事から、今後は、ターミナルケアにおける理学療法の
役割について十分検討していく 必要がある。
今回の調査で、運動療法件数は在院日数の短縮に伴
い減少しているのにも拘わらず新規入院理学療法処方
件数は微増している事がわかった。その要因として
は、内科における糖尿病教室への参加や、多様化して
いる対象疾患への対応増が考えられた。以上の点を考
慮して、今後の当院における リハビリテーションの展
望を踏まえ、以下の課題につき検討Aを加えた。
1.対象疾患拡大への意識
糖尿病教室への参加のように、新たに、心臓や呼吸
器リハビリテーションへの積極的参加や、高齢化傾向
への対策として、疾患にかかわらず全高齢者を対象
に、ADL(日常生活動作)向上を目的とした リハビ
リテーションの試みが考えられる。
2.早期リハビリテーションの重要性
脳卒中や高齢者に対する早期リハビリテーションの
意義は確立しているにもかかわらず、今だ医師を含め
看護婦等への浸透は不十分と言わざるを得ない。カン
ファレンスや講義を通じて、医療関係者への理解を探
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めると同時に、患者や家族も、安心して リハビリテー
ションが受けられるように、その重要性を広めていき
たい。
3.短期間 リハビリテーションの課題
入院期間の短縮化に伴うデメ リットに対し、短期間
でも |ー分な効果を得るには、密度の高いリハビリテー
ションが必要と考え、整形外科と脳神経外科病棟へは
専任理学療法士を配属し、その強化をl:;glる。
4.クリテイカルノTス
短期間に均質でレベルの高い理学療法を提供する
為、ク リテイカルパスを使用しているが、その整備や
活用方法などさらに充実していく 。
各病棟に対する講義、院内留学生に対する指導、カン
ファ レンスへの参加、 糖尿病リハビリテーションの効
果の検討、院内外医学雑誌への投稿などを進める。
最後に、このような理学療法を進めるには、医師と
の信頼関係はもとより、その他の医療スタッフとの
チーム医療が必要で、あるが、それにも増して、理学療
法士の参加による効果を強調する必要があると考えて
いる。
終わりに
1.過去3年間の新規入院理学療法筆の推移を調査し
た。
2.調査結果より 、科，別、対象疾患別割合の動向を把
握し、今後の対応策、課題について検討を加えた。
5.理学療法部門の研修 3.継続して調査する必要性を認識し、急性期リハビ
急性期医療機関として肺疾患や心疾患の急性別理学 リテーションの新たな構築に向けて取り組んでい
療法、各種外科手術前後の理学療法を扱う機会が多く きたい。
なると予想される。適切な理学療法ができるように、
呼吸療法認定士、心臓リハビリテーション指導士、糖
尿病運動指導士等の資格取得を目指しそれらの知識や
技術を高める。
6.地域の病院との連携
整形疾患や脳疾患等の疾患によっては、急性期医療
システムの中でリハビリテーションを完結させること
は不可能で、継続的なリハビリテーション(回復期リ
ハビリテーション病院との連携)が必要となる。さら
に、その連携を密にするためには、当院での、治療法、
進行状況、問題点、課題等の情報伝達が不可欠と考え、
転院時に紹介状を記載している。また、地域の病院と
の勉強会を開始しており、連携をさらに充実、発展し
ていく必要カfある。
7.他部門へのアピール
病棟カルテへの理学療法プログラムと評価の記載、
リハビリテー ション手|における対象疾患の推移と対応
114 
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